
議案第５６号

令　和　７　年　度

阪南市後期高齢者医療特別会計
補 正 予 算 書 （ 第 ２ 号 ）
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令和７年度 阪南市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和７年度阪南市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４０，９９６千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２，１１５，４４０千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年８月２７日提出 

 

                 阪 南 市 長   上  甲  誠 
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2 1,157,453 1,890 1,159,343

1 一般会計繰入金 1,157,453 1,890 1,159,343

3 1 36,851 36,852

1 繰越金 1 36,851 36,852

4 2,984 2,255 5,239

2 雑入 2,974 2,255 5,229

2,074,444 40,996 2,115,440

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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1 56,514 4,145 60,659

1 総務管理費 56,514 4,145 60,659

2 2,015,629 36,851 2,052,480

1 後期高齢者医療広域連合納付金 2,015,629 36,851 2,052,480

2,074,444 40,996 2,115,440

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

歳　　出　　合　　計

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　総　　括

（歳　　入）

2 繰入金 1,157,453 1,890 1,159,343

3 繰越金 1 36,851 36,852

4 諸収入 2,984 2,255 5,239

2,074,444 40,996 2,115,440歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

1 総務費 56,514 4,145 60,659

2 後期高齢者医療広域連合納付金 2,015,629 36,851 2,052,480

2,074,444 40,996 2,115,440歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国府支出金 地　方　債 そ　の　他

2,255 1,890

36,851 0

0 0 39,106 1,890

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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2,974 2,255 5,229計

1 2,974 2,255 5,229雑入

　２項　雑入 2,255千円

　４款　諸収入 2,255千円

1 36,851 36,852計

1 1 36,851 36,852繰越金

　１項　繰越金 36,851千円

　３款　繰越金 36,851千円

1,157,453 1,890 1,159,343計

2 53,840 1,890 55,730一般会計職員給与費等繰入金

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

1,890千円

1,890千円

 千円

　２款　繰入金

　１項　一般会計繰入金

２　　歳    入

目
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　子ども・子育て支援事業費補助金 2,255
雑入 2,2551 保険年金課

　繰越金 36,851
繰越金 36,8511 保険年金課

金

給与費等繰入
　一般会計職員給与費等繰入金 1,890

一般会計職員 1,8901 保険年金課

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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計 36,8512,015,629 2,052,480 00 36,8510

合納付金

医療広域連

2,052,48036,8511 後期高齢者 2,015,629 36,851

36,851千円

36,851千円

　１項　後期高齢者医療広域連合納付金

　２款　後期高齢者医療広域連合納付金

計 4,14556,514 60,659 1,8900 2,2550

60,6594,1451 一般管理費 56,514 1,8902,255

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

4,145千円

4,145千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費

　１項　総務管理費
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び交付金
　後期高齢者医療保険料納付金 36,851

18 36,851負担金補助及 保険年金課

　後期高齢者医療システム改修委託料 2,255
保険年金課12 2,255委託料

　共済負担金 700
4 700共済費 保険年金課

　地域手当 50
200

　勤勉手当 200
　通勤手当

　管理職手当 240
保険年金課3 690職員手当等

　一般職給 500
2 500給料 保険年金課

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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給   与   費   明   細   書

１  一   般   職

区    分 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補　正　後 4 (1) 0 20,500 15,652 36,152 7,840 43,992

補　正　前 4 (1) 0 20,000 14,962 34,962 7,140 42,102

比    較 0 (0) 0 500 690 1,190 700 1,890

扶養手当 地域手当 住居手当 管理職手当
期末・勤勉

手当
通勤手当

時間外勤務
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

700 2,150 500 240 9,500 1,200 542

700 2,100 500 0 9,300 1,000 542

0 50 0 240 200 200 0

児童手当
休日勤務

手当

（千円） （千円）

720 100

720 100

0 0

（　）内は、短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員

比      較

区       分

区       分

職員手当

の 内 訳

補　正　後

補　正　前

比      較

補　正　後

補　正　前

（１） 総        括

給            与            費

職員数

（人）
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給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

4 (1) 20,500 15,652 36,152 7,840 43,992

4 (1) 20,000 14,962 34,962 7,140 42,102

0 (0) 500 690 1,190 700 1,890

地域手当 住居手当 管理職手当
期末・勤勉

手当
通勤手当

時間外勤務
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2,150 500 240 9,500 1,200 542

2,100 500 0 9,300 1,000 542

50 0 240 200 200 0

休日勤務
手当

（千円）

100

100

0

（　）内は、短時間勤務職員

区    分 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 (0) 0 0 0 0 0

補 正 前 0 (0) 0 0 0 0 0

比    較 0 (0) 0 0 0 0 0

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員

職員手当

の 内 訳

区       分

職員手当

の 内 訳

補　正　後 0

補　正　前 0

比      較 0

0

0

0

期末・勤勉
手当

（千円）

給            与            費

職員数 報　　酬

（人） （千円）

補　正　前 720

比      較 0

　イ　会計年度任用職員

比      較 0

児童手当

（千円）

補　正　後 720

区       分

（千円）

補　正　後 700

補　正　前 700

区       分

（人）

補　　　正　　　後

補　　　正　　　前

比              較

扶養手当

　ア　会計年度任用職員以外の職員

給            与            費

区              分 職員数
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円） （千円）

職員数の異動状況

　補正後 4 人

　補正前 4 人

　増減 0 人

　扶養手当 千円

　地域手当 50 千円

　住居手当 千円

　管理職手当 240 千円

　期末・勤勉手当 200 千円

　通勤手当 200 千円

　時間外勤務手当 千円

　児童手当 千円

　休日勤務手当 千円

制度改正に
伴う増減分

給
　
　
料 500

その他の
増減分

500

職
員
手
当

690

その他の
増減分

690

異動等に
伴う増減分

500 千円

その他の
増減分

千円

備                 考

給与改定に
伴う増減分

昇給に
伴う増加分

増 減 事 由 別 内 訳
区分 説                 明
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（３） 給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与

　イ 初  任  給

　ウ 級別職員数

( )内は、短時間勤務職員

（級別基準職務）

区分

令和７年
１月１日

現在

令和６年
１月１日

現在

一般行政職 主事 主事 総括主事
総括主査

主査
主任

主幹

計 5 100.0

７級

５級 2 40.0

課長代理
副理事
課長

部長
理事

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

８級

６級

４級

３級 2 40.0

２級

１級 1 20.0

一般行政職

級 職員数(人) 構成比(％)

計 3(1) 100(100)

８級

７級

６級

５級 2 66.7

４級

３級 1(1) 33.3(100)

２級

１級

大学卒（円） 225,600

一般行政職
区分

級 職員数(人) 構成比(％)

区　　分 一般行政職

高校卒（円） 201,000

令和6年1月1日現在

短大卒（円） 213,600

平均給料月額（円） 311,799

平均給与月額（円） 356,033

平均年齢（歳） 42.45

区　     　　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 375,067

平均給与月額（円） 428,524令和7年1月1日現在

平均年齢（歳） 52.06
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　エ 昇給

　オ 期末手当・勤勉手当

　カ 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

有

国  の  制  度
（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
有

区　　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ　の　他　の

加 算 措 置 等
備　　 考

        （月分）         （月分）         （月分）         （月分）

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

区　　　　分 合　　　　計 一般行政職

号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　　分 支給率計（月分）
職務上の段階・職務の
級等による加算措置

備考

補
　
　
正
　
　
後

補
　
　
正
　
　
前

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

国の制度 2.300 2.300 － 4.60 有

（再任用職員） (1.200) (1.200) － (2.40) 有

補　正　前 2.300 2.300 － 4.60 有

比率(Ｂ)/(Ａ)（％） 100.00 100.00

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

補　正　後 2.300 2.300 － 4.60 有

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　その他 （人） 2 2

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 4 4

　２号給 （人）

　４号給 （人） 2 2

　その他 （人） 1 1

比率(Ｂ)/(Ａ)（％） 100.00 100.00

職員数（Ａ）（人） 4 4

　４号給 （人） 3 3

　６号給 （人）

　８号給 （人）

職員数（Ａ）（人） 4 4

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 4 4

　２号給 （人）
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　キ 地域手当

支 給 対 象 地 域

全地域 4 (1)

（　）内は、短時間勤務職員

支給対象職員の比率　（％）

（令和７年４月１日現在）

住  居  手  当 同

通  勤  手  当 同

区          分 国の制度との異同 差異の内容

扶  養  手  当 同

　ク 特殊勤務手当

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般　行　政　職

　ケ その他の手当

区          分 全     職     種

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

支給率（％） 支給対象職員数（人）
国の指定基準に基づく

支給率（％）

10 10
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